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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２．第37期第２四半期連結会計期間、第38期第２四半期連結会計期間及び第38期第２四半期連結累計期間の潜

在株式調整後１株当たり四半期純利益額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第37期

第２四半期連結
累計期間 

第38期
第２四半期連結

累計期間 

第37期
第２四半期連結

会計期間 

第38期 
第２四半期連結 

会計期間 
第37期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  3,726,379  3,402,807  2,103,215  1,873,353  7,549,000

経常利益（千円）  37,618  36,313  79,800  79,854  204,114

四半期（当期）純利益（千円）  3,234  89,116  38,308  43,143  80,734

純資産額（千円） － －  1,507,541  1,596,955  1,587,005

総資産額（千円） － －  3,265,097  3,046,187  3,395,856

１株当たり純資産額（円） － －  167.89  177.89  176.74

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 0.36  9.93  4.27  4.81  9.00

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 0.36  －  －  －  9.00

自己資本比率（％） － －  46.2  52.4  46.7

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 113,772  81,627 － －  310,981

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △9,324  47,733 － －  △25,774

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △423,231  △322,174 － －  △453,231

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  645,467  603,414  796,227

従業員数（人） － －  607  577  588
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 当社グループは、当社と株式会社クロススタッフにて構成されております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る異動は次のとおりであります。 

<システムソリューション> 

 主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。 

<スタッフサービス> 

 主な事業内容の変更はありません。  

 なお、株式会社クロススタッフは、平成22年９月30日をもって事業を休止し、継続事業は、従業員も含めて、当社

へ移管しております。 

  

  

当社の連結子会社である株式会社クロススタッフは、平成22年９月30日付けをもって全事業を休止しております。

  

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載し

ております。 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しており

ます。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 577 ( 70 )  

(2）提出会社の状況 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 558 ( 67 )  

2010/11/12 16:01:3610687951_第２四半期報告書_20101112160130

- 2 -



 当社グループは、スタッフサービス事業の縮小に伴い、情報サービス事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業と

なり開示対象となるセグメントはありませんが、事業分野別に示すと次のとおりであります。  

  

(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業分野別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額は当第２四半期連結会計期間における総製造費用によっております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間の受注状況を事業分野別に示すと、次のとおりであります。  

 （注）１．上記の金額は当第２四半期連結会計期間における販売価格によっております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３．スタッフサービスは継続業務のため、受注状況はシステムソリューションについてのみ記載しております。

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業分野別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２．販売実績が10％未満の相手先については金額及び割合の記載を省略しております。 

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業分野  

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日）  

金額（千円） 前年同四半期比（％） 

システムソリューション  1,439,826  94.7

スタッフサービス  67,409  40.5

合計  1,507,235  89.3

事業分野 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

受注高（千円）  前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

システム 

ソリューション 
 1,116,715  88.0  3,022,734  100.7

事業分野 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

金額（千円）  前年同四半期比（％） 

システムソリューション  1,802,887  92.9

スタッフサービス  70,466  43.6

合計  1,873,353  89.1

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

富士通株式会社  360,850  17.2  220,324  11.9

株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・データ 
 －  －  192,264  10.3
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当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当社は、平成22年７月15日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社クロススタッフの全事業休止を決

議し、平成22年９月15日付けで継続事業の譲受けと従業員の移籍の契約を締結し、平成22年９月30日付けにて事業を

休止しております。なお、事業譲受け期日は、平成22年10月１日であります。 

  

(1) 業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、急速な円高による先行き不透明感、依然として厳しい雇用

情勢への不安等を背景に、引き続き厳しい状況が続きました。 

 情報サービス産業においては、顧客のＩＴ投資の延期、見直し傾向とコスト削減要請で厳しい環境が続いてお

ります。 

 このような状況の中、当社グループは、業容の拡大と業績の確保を目指し、新規顧客の開拓と既存顧客へのきめ

細かい提案活動を展開しましたが、顧客のシステム投資への慎重姿勢が強まったこともあり、当第2四半期連結会

計期間の業績は、売上高1,873百万円（前年同四半期比10.9％減）、営業利益80百万円（前年同四半期比0.3％

増）、経常利益79百万円（前年同四半期比0.1％増）、四半期純利益43百万円（前年同四半期比12.6％増）となり

ました。 

 システムソリューション事業におきましては、システム投資抑制の影響を受け、売上高1,802百万円（前年同

四半期比7.1％減）となりました。  

 スタッフサービス事業におきましては、子会社の一般派遣事業からの撤退の影響により、売上高70百万円（前年

同四半期比56.4％減）となりました。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前四半期連結会計期間末

と比較して 254百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末の残高は 603百万円となりました。 

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、111百万円(前年同四半期比 549.0％増)となりました。これは主に、税金等

調整前四半期純利益 80百万円、賞与引当金の増加 96百万円による資金の増加があったことに対し、売上債権

の増加 243百万円、仕入債務の減少 25百万円による資金の減少があったことによるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、22百万円(前年同四半期比 240.0％増)となりました。これは主に、パソコ

ン等の開発設備等の取得による支出 15百万円、ソフトウェア等の無形固定資産の取得による支出 8百万円によ

るものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、120百万円(前年同四半期は、得られた資金及び使用した資金はありません)

となりました。これは主に、短期借入金の返済によるものであります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動  

 該当事項はありません。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1) 主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使に

より発行された株式数は含まれておりません。 

  

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  35,800,000

計  35,800,000

種類 
第２四半期会計期間末現在
発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月11日） 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容

普通株式  9,210,960  9,210,960
大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード） 

単元株式数

1,000株 

計  9,210,960  9,210,960 － － 
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 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権は、次のとおりであります。 

   

 平成17年６月29日定時株主総会決議 

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個）  78

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  78,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  333,000

新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日から 

平成23年６月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額 

発行価格    333円 

資本組入額   167円 

新株予約権の行使の条件 

 権利行使時点においても、当社、当社の子会社もしくは

当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員の地位にある

ことを要する。 

 権利者が死亡した場合には、相続人が権利行使可能とす

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項  譲渡、担保権の設定、寄贈その他の処分は認めない。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年７月１日～ 

  平成22年９月30日 
 －  9,210,960  －  459,237  －  61,191
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 （注）１．上記のほか、自己株式が233千株あります。 

    ２．上記大株主の佐藤清氏は、平成22年３月24日に逝去いたしました。なお、同氏名義の株式は、平成22年９月

      30日現在名義書換手続きが未了のため株主名簿上の名義で記載しております。 

     ３．上記大株主の尾野建治氏は、平成22年３月29日に逝去いたしました。なお、同氏名義の株式は、平成22年９

      月30日現在名義書換手続きが未了のため株主名簿上の名義で記載しております。 

   

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。 

２．「単元未満株式」の欄には、自己株式791株が含まれております。 

（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 佐藤 清  東京都多摩市  1,823  19.79

 尾野 建治  神奈川県川崎市麻生区  1,577  17.12

 クロスキャット社員持株会 
 東京都品川区東品川1-2-5 

 ㈱クロスキャット 
 1,030  11.18

 牛島 豊  埼玉県越谷市  429  4.65

 並木 豊  埼玉県越谷市  328  3.56

 有限会社福田製作所  富山県小矢部市谷坪野618  292  3.17

 田代 憲利  神奈川県横浜市南区  289  3.13

 明治安田生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サービス 

 信託銀行株式会社） 

 東京都中央区晴海1丁目8番12号 

 晴海アイランドトリトンスクエア 

 オフィスタワーＺ棟 

 240  2.60

 橋本 剛  神奈川県横浜市戸塚区  233  2.52

 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内2丁目7番1  113  1.22

計 －  6,354  68.99

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   233,000 － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式   8,976,000  8,976 － 

単元未満株式  普通株式       1,960 － 
1単元（1,000株）未満 

 の株式 

発行済株式総数  9,210,960 － － 

総株主の議決権 －  8,976 － 
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②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。  

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

 役職の異動 

  

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社クロスキャット 
 東京都品川区東品川 

 一丁目2番5号 
 233,000  －  233,000  2.52

計 －  233,000  －  233,000  2.52

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

  
５月 

  
６月 

  
７月 

  
８月 

  
９月 

最高（円）  207  204  183  184  170  161

最低（円）  188  185  165  168  157  154

３【役員の状況】

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 経営企画室担当 取締役 経営企画室長 三嶋 峰雄 平成22年10月１日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期

連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日

から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四

半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監

査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 603,414 796,227

受取手形及び売掛金 1,232,352 1,497,614

仕掛品 ※1  399,846 ※1  261,659

その他 147,040 142,607

貸倒引当金 △1,080 △1,488

流動資産合計 2,381,572 2,696,620

固定資産   

有形固定資産 ※2  182,888 ※2  155,536

無形固定資産 64,085 43,082

投資その他の資産   

投資有価証券 111,239 120,519

繰延税金資産 144,171 165,705

その他 163,318 215,481

貸倒引当金 △1,088 △1,088

投資その他の資産合計 417,640 500,617

固定資産合計 664,614 699,236

資産合計 3,046,187 3,395,856

負債の部   

流動負債   

買掛金 236,735 329,497

短期借入金 270,000 520,000

未払法人税等 73,331 87,621

賞与引当金 193,880 185,026

受注損失引当金 ※1  4,000 ※1  2,000

その他 243,024 274,400

流動負債合計 1,020,971 1,398,546

固定負債   

長期未払金 60,079 －

退職給付引当金 332,835 315,104

役員退職慰労引当金 － 95,200

資産除去債務 35,344 －

固定負債合計 428,260 410,304

負債合計 1,449,231 1,808,850

純資産の部   

株主資本   

資本金 459,237 459,237

資本剰余金 61,191 61,191

利益剰余金 1,140,520 1,123,236

自己株式 △63,196 △62,854

株主資本合計 1,597,752 1,580,809

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △796 6,195

評価・換算差額等合計 △796 6,195

純資産合計 1,596,955 1,587,005

負債純資産合計 3,046,187 3,395,856
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 3,726,379 3,402,807

売上原価 3,109,921 2,794,638

売上総利益 616,457 608,168

販売費及び一般管理費 ※  584,505 ※  573,544

営業利益 31,951 34,624

営業外収益   

受取利息 133 153

受取配当金 1,879 2,203

受取手数料 782 732

保険配当金 3,927 155

その他 2,714 764

営業外収益合計 9,437 4,010

営業外費用   

支払利息 3,770 2,321

営業外費用合計 3,770 2,321

経常利益 37,618 36,313

特別利益   

貸倒引当金戻入額 652 411

固定資産売却益 461 1,611

投資有価証券売却益 － 0

会員権売却益 － 966

受取保険金 － 159,843

特別利益合計 1,113 162,831

特別損失   

固定資産除却損 1,275 8,088

投資有価証券評価損 － 28

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 14,435

特別損失合計 1,275 22,552

税金等調整前四半期純利益 37,456 176,593

法人税、住民税及び事業税 38,895 66,046

法人税等調整額 △4,673 21,430

法人税等合計 34,221 87,476

少数株主損益調整前四半期純利益 － 89,116

四半期純利益 3,234 89,116
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 2,103,215 1,873,353

売上原価 1,753,717 1,549,864

売上総利益 349,498 323,488

販売費及び一般管理費 ※  269,676 ※  243,428

営業利益 79,821 80,059

営業外収益   

受取利息 133 153

受取配当金 0 46

受取手数料 387 361

その他 1,502 481

営業外収益合計 2,024 1,043

営業外費用   

支払利息 2,044 1,249

営業外費用合計 2,044 1,249

経常利益 79,800 79,854

特別利益   

固定資産売却益 652 1,611

投資有価証券売却益 － 0

特別利益合計 652 1,611

特別損失   

固定資産除却損 317 759

投資有価証券評価損 － 28

特別損失合計 317 788

税金等調整前四半期純利益 80,135 80,677

法人税、住民税及び事業税 38,337 65,544

法人税等調整額 3,489 △28,010

法人税等合計 41,826 37,534

少数株主損益調整前四半期純利益 － 43,143

四半期純利益 38,308 43,143
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 37,456 176,593

減価償却費 30,277 32,306

貸倒引当金の増減額（△は減少） △470 △408

賞与引当金の増減額（△は減少） 13,891 8,853

受注損失引当金の増減額（△は減少） － 2,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,603 17,730

投資有価証券評価損益（△は益） － 28

受取利息及び受取配当金 △2,013 △2,357

支払利息 3,770 2,321

固定資産除却損 1,275 8,088

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 14,435

有形固定資産売却損益（△は益） △652 △1,611

売上債権の増減額（△は増加） 333,997 265,261

たな卸資産の増減額（△は増加） △112,914 △138,186

仕入債務の増減額（△は減少） △56,505 △92,762

受取保険金 － △159,843

その他 △28,618 △91,361

小計 225,099 41,090

利息及び配当金の受取額 2,013 2,357

利息の支払額 △3,440 △2,126

保険金の受取額 － 120,357

法人税等の支払額 △109,900 △80,051

営業活動によるキャッシュ・フロー 113,772 81,627

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △20,829 △31,376

有形固定資産の売却による収入 2,904 2,695

投資有価証券の取得による支出 △2,296 △2,540

無形固定資産の取得による支出 △2,775 △14,255

保険積立金の払戻による収入 － 83,439

敷金及び保証金の差入による支出 △3,791 △2,551

敷金及び保証金の回収による収入 17,463 14,274

その他 － △1,950

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,324 47,733

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △360,000 △250,000

株式の発行による収入 8,234 －

自己株式の取得による支出 － △341

配当金の支払額 △71,465 △71,833

財務活動によるキャッシュ・フロー △423,231 △322,174

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △318,783 △192,813

現金及び現金同等物の期首残高 964,251 796,227

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  645,467 ※  603,414
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   当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

   該当事項はありません。 

  

   当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

   該当事項はありません。 

  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

 会計処理基準に関する事

項の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号 平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用しております。 

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は 千円減少

し、税金等調整前四半期純利益は、 千円減少しております。また、当会計基

準等の適用開始による資産除去債務の変動額は、 千円であります。 

  

883

15,318

35,344

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 損失が見込まれる請負開発契約に係る仕掛品と受注

損失引当金は、相殺せず両建てで表示しております。

なお、損失の発生が見込まれる請負開発契約に係る

仕掛品のうち、受注損失引当金に対応する仕掛品はあ

りません。 

※１ 損失が見込まれる請負開発契約に係る仕掛品と受注

損失引当金は、相殺せず両建てで表示しております。

なお、損失の発生が見込まれる請負開発契約に係る

仕掛品のうち、受注損失引当金に対応する額は 千

円であります。 

650

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。 

334,231 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。 

341,846

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

    千円 

 給料手当 218,874  

 役員報酬 89,610  

 賞与引当金繰入額 23,384  

 減価償却費 6,331  

 退職給付費用 5,373  

    千円 

 給料手当 198,909  

 役員報酬 76,635  

 賞与引当金繰入額 13,267  

 減価償却費 5,500  

 退職給付費用 8,243  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

    千円 

 給料手当 97,360  

 役員報酬 46,500  

 賞与引当金繰入額 8,049  

 減価償却費 2,651  

 退職給付費用 2,383  

    千円 

 給料手当 84,325  

 役員報酬 42,120  

 賞与引当金繰入額 4,047  

 減価償却費 2,594  

 退職給付費用 4,425  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

（平成21年９月30日現在）

  千円  

 現金及び預金勘定  645,467

 現金及び現金同等物  645,467

（平成22年９月30日現在）

  千円  

 現金及び預金勘定  603,414

 現金及び現金同等物  603,414
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式             9,210,960株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式              233,791株 

  

３．配当に関する事項 

配当金支払額  

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の事業の内容 

(1)システムソリューション……システム開発、ＢＩ(Business Intelligence)ビジネス 

(2)スタッフサービス……………アウトソーシング、人材派遣、職業紹介 

  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  71,833  8 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
システム

ソリューション
（千円） 

スタッフ
サービス 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  1,941,649  161,565  2,103,215  －  2,103,215

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
  －  26,911  26,911  (26,911)  －

計  1,941,649  188,477  2,130,126  (26,911)  2,103,215

営業利益又は営業損失（△）  136,684  △7,019  129,665  (49,844)  79,821

  
システム

ソリューション
（千円） 

スタッフ
サービス 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  3,407,502  318,876  3,726,379  －  3,726,379

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  58,539  58,539  (58,539)  －

計  3,407,502  377,415  3,784,918  (58,539)  3,726,379

営業利益又は営業損失（△）  145,130  △15,460  129,669  (97,717)  31,951
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  前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

    

 前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

 当社グループは、情報サービス事業並びにこれらの付帯業務の単一事業であり、開示対象となるセグメント

がないため記載を省略しております。 

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の運用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

 金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあり

ません。 

  

 当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあり

ません。 

  

 当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

資産除去債務が当社の事業の運営において重要なものとなっていないため、記載しておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（資産除去債務関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額  177.89 円 １株当たり純資産額  176.74 円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額  0.36 円

潜在株式調整後１株当たり 

四半期純利益金額 
 0.36 円

１株当たり四半期純利益金額  9.93 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在していな

いため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額           

 四半期純利益（千円）  3,234  89,116

 普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

 普通株式に係る四半期純利益（千円）  3,234  89,116

 期中平均株式数（千株）  8,959  8,978

            

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額           

 普通株式増加数（千株)  10  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要 

－ － 
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 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。   

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額  4.27 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。  

１株当たり四半期純利益金額  4.81 円

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純利益（千円）  38,308  43,143

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  38,308  43,143

期中平均株式数（千株）  8,979  8,977

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要 

－ － 

（重要な後発事象）

 当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

   至 平成22年９月30日）  

（連結子会社の解散）  

  (1) 子会社解散の旨及び理由 

  株式会社クロススタッフは、スタッフサービス事業の強化を図るため、平成18年７月７日に当社の全額出資の連

結子会社として設立され、当社グループのスタッフサービス事業拡大に向けて事業展開を進めてまいりましたが、

平成20年秋の世界的金融危機を発端とする企業業績悪化の影響を受けた派遣事業の縮小で、売上計画の達成が困難

な状況が続き、収益改善は困難と判断し、平成22年10月15日開催の当社取締役会において解散する旨の決議を行い

ました。 

  (2) 解散する子会社の概要 

  ① 名称     株式会社クロススタッフ 

  ② 事業内容   ＩＴ人材派遣及びアウトソーシング事業 

  ③ 持分比率   当社100％出資 

  ④ 最近事業年度における子会社の状況（平成22年3月期） 

           売上高  457,963千円 

           資産合計   95,014千円 

           負債合計 155,783千円 

(3) 解散の日程 

   平成22年10月29日 株式会社クロススタッフ臨時株主総会（解散決議） 

   平成22年11月予定 特別清算手続き申立て       

   平成23年３月予定 清算結了予定          

  (4) 当該解散による損失見込額  

 当該子会社の解散に伴う当社グループの損失額は、軽微であります。 

 (5) 当該解散が営業活動等へ及ぼす影響  

 当該子会社の事業と従業員は当社が譲受けているため、当該解散に伴う営業活動への影響は軽微であります。  

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月5日

株式会社クロスキャット 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 杉本 茂次  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山口 更織  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クロス

キャットの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クロスキャット及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月9日

株式会社クロスキャット 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 杉本 茂次  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山口 更織  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クロス

キャットの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日か

ら平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クロスキャット及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

2010/11/12 16:01:3610687951_第２四半期報告書_20101112160130


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】
	３【関係会社の状況】
	４【従業員の状況】

	第２【事業の状況】
	１【生産、受注及び販売の状況】
	２【事業等のリスク】
	３【経営上の重要な契約等】
	４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３【設備の状況】
	第４【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】 
	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【ライツプランの内容】
	（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（６）【大株主の状況】 
	（７）【議決権の状況】 

	２【株価の推移】
	３【役員の状況】

	第５【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】 
	（１）【四半期連結貸借対照表】 
	（２）【四半期連結損益計算書】 
	（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書



